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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第138期
第３四半期
連結累計期間

第139期
第３四半期
連結累計期間

第138期
第３四半期
連結会計期間

第139期
第３四半期
連結会計期間

第138期

会計期間

自  平成21年
     4月 1日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
     4月 1日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月 1日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月 1日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
     4月 1日
至  平成22年
     3月31日

売上高 (百万円) 233,054 233,035 84,561 83,722 301,299

経常利益 (百万円) 9,489 6,646 3,838 3,108 10,302

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,048 4,179 2,053 2,579 5,104

純資産額 (百万円) ― ― 113,155 117,681 114,815

総資産額 (百万円) ― ― 236,727 237,547 222,357

１株当たり純資産額 (円) ― ― 615.65 634.35 623.10

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 29.30 24.26 11.92 14.98 29.62

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 44.8 46.0 48.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,443 △7,843 ― ― 11,458

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,563 △4,559 ― ― △12,193

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △707 △1,204 ― ― △3,135

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 23,450 8,914 22,665

従業員数 (名) ― ― 2,886 2,814 2,810

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３  従業員数は就業人員数を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、日清マリンテック株式会社については、2010年12月24日に株式会社ヒガシマルとの間で、株式譲渡

契約を締結しており、2011年1月24日付で株式譲渡を完了しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名)
2,814
（445)

(注)  従業員数は、就業人員数であります。なお、(外書)は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数で

あります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 1,147

(注)  従業員数は、就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

製油関連事業 53,956 △3.1

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 1,522 △6.9

ファインケミカル事業 942 △6.6

その他 1,172 △4.1

合計 57,594 △3.3

(注) １  金額は、原価計算に利用した価格等により算定しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、主に計画に基づく生産を行っております。なお、情報システム事業およびエンジニア

リング事業の子会社においては、一部、受注をしておりますが、受注高および受注残高の金額に重要性は

ありません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

製油関連事業 77,498 △0.6

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 2,326 △5.2

ファインケミカル事業 1,412 △5.4

その他 2,485 △7.0

合計 83,722 △1.0

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

三菱商事株式会社 13,522 16.0 12,039 14.4

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、企業収益や設備投資は改善の兆しが見えつつあるも

のの、依然として緩やかなデフレ傾向や厳しい雇用情勢が続いております。また、海外経済の減速や円高

を背景とした輸出の弱含みも見えはじめ景気は足踏み状態になっております。

製油業界におきましては、穀物相場が世界の旺盛な食糧需要などに支えられ高値圏で推移し、第３四半

期に入ると生産国の天候不順や投資マネーの流入等により穀物相場が更なる騰勢を示し、円高にもかか

わらず大豆・菜種・パーム油などの主要原材料単価が上昇しており、利益確保をしていく上で大きな負

担となりました。

このような状況下、当社グループでは、「ＧＲＯＷＴＨ １０～『“植物のチカラ”を新たな価値へ』

成長１０年構想～」の下、中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ １０ フェーズⅠ」の最終年度に当たり、全社を

あげて徹底的なコスト削減を進めるとともに、原材料コストに見合った適正な販売価格の形成や技術に

立脚した高付加価値商品の販売強化に取り組んでまいりました。しかしながら、国内の消費者の低価格志

向が根強く、コストに見合う販売価格の改定は、当初想定していたほどには浸透しませんでした。

これらの結果、売上高は前年同四半期に比べ1.0%減少の837億22百万円となりました。また、利益面で

は、営業利益が33億8百万円と前年同四半期に比べ12.3％、経常利益が31億8百万円と前年同四半期に比べ

19.0％減少いたしました。一方、四半期純利益につきましては、第２四半期累計期間に計上した投資有価

証券評価損の戻入益もあり、25億79百万円と前年同四半期に比べ25.6％増加いたしました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

〔製油関連事業〕

国内におきましては、油脂製品について引き続き高付加価値商品の拡販を推進するとともに、適正な販

売価格の形成に取り組みました。しかしながら、販売数量は前年同四半期に比べ僅かな減少になり、厳し

い消費環境において思うようには適正価格への改定が進まず、販売価格は前年同四半期を下回りました。

また、贈答用詰合セットにつきましては、消費不況長期化の影響を受け贈答市場が縮小する厳しい環境と

なり、当社の販売も苦戦しました。油粕および穀類につきましては、搾油量の減少に伴い販売数量が前年

同四半期と比べ減少するとともに、販売価格は国際価格や円高の影響等により前年同四半期を下回りま

した。これらの結果、利益面においては採算性が悪化し前年同四半期を下回りました。

海外におきましては、大連日清製油有限公司では、販売数量、売上高ともに前年同四半期に比べ減少し

ましたが、利益面においては、前年同四半期を上回りました。また、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS

SDN.BHD.につきましては、販売数量、売上高ともに前年同四半期に比べ増加しましたが、利益面において

は前年同四半期を下回りました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同四半期に比べ0.6％減少の774億98百万円となり、営業利

益は28億30百万円と前年同四半期に比べ11.8％減少いたしました。
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〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕

ドレッシング、マヨネーズ類につきましては、販売数量、売上高ともに前年同四半期を下回りました。ま

た、大豆たん白は原材料価格などのコストに見合った適正な販売価格の形成や積極的な新規ユーザーの

開拓に取り組んだ結果、販売数量、売上高ともに前年同四半期を上回りました。

これらの結果、当セグメントの売上高は、通信販売対象商品の販売形態変更などがあり前年同四半期に

比べ5.2％減少の23億26百万円となりましたが、営業損失は56百万円と前年同四半期に比べ2百万円改善

いたしました。

　

〔ファインケミカル事業〕

化粧品原料につきましては、販路拡大のため海外ユーザーへの積極的な販売活動を行いましたが、欧米

経済の減速もあり販売数量、売上高はいずれも前年同四半期に比べ減少いたしました。また、化学品につ

きましては、主要顧客の需要が回復基調になりましたが、販売数量、売上高は前年を下回りました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同四半期に比べ5.4％減少し14億12百万円となりました

が、コスト削減効果もあり営業利益は90百万円と前年同四半期に比べ42百万円増加いたしました。

　

〔その他〕

情報システム事業、エンジニアリング事業をはじめその他事業の売上高は24億85百万円と前年同四半

期に比べ7.0％減少するとともに、営業利益は4億42百万円と前年同四半期に比べ24.3％減少いたしまし

た。

　

〔海外売上高〕

中国、マレーシアなどのアジア向け売上高は市況などの影響により前年同四半期に比べ2.9％減少し

129億円となりました。また、欧州、米国などのその他地域への売上高は前年同四半期に比べ16.4％増加の

75億29百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べ166億11百万円増加いたしました。これは、現金及び預金をはじめ

手元資金が137億50百万円減少しましたが、売掛債権が当第３四半期連結会計期間末に金融機関休業日で

あった影響などにより256億62百万円増加したことやたな卸資産が原材料価格の上昇などにより42億26

百万円増加したことが主な要因であります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ14億21百万円減少いた

しました。これは、投資有価証券が時価評価等の影響もあり12億24百万円減少したことが主な要因であり

ます。その他、㈱日清商会の株式を追加取得し、第１四半期連結会計期間末時点で新たに連結子会社とし

たことによる増加も影響しております。これらの結果、総資産は前連結会計年度末に比べ151億89百万円

増加の2,375億47百万円となりました。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ123億24百万円増加し、1,198億66百万円となりました。

これは、仕入債務が79億57百万円増加するとともに、借入金が増加する一方で社債が償還になるなど有利

子負債が25億92百万円増加したことや、㈱日清商会の新規連結による増加が主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ28億65百万円増加し1,176億81百万円となりました。これは、四半期

純利益の計上や剰余金の配当が主な要因であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により

116億78百万円、投資活動により14億68百万円、財務活動により14億89百万円それぞれ減少いたしました。

これらの結果、当四半期連結会計期間末の残高は89億14百万円となり、第２四半期連結会計期間末に比べ

146億87百万円減少いたしました。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

税金等調整前四半期純利益により45億44百万円、減価償却費により15億61百万円、仕入債務の増加によ

り41億14百万円、たな卸資産の減少により15億48百万円それぞれ資金は増加いたしました。一方で、売上

債権の増加により255億70百万円資金は減少いたしました。これらの結果、営業活動によるキャッシュ・

フローは116億78百万円減少いたしました。なお、前年同四半期との比較においては、税金等調整前四半期

純利益、売上債権、たな卸資産および仕入債務の増減などにより営業活動によるキャッシュ・フローは

112億71百万円減少いたしました。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

設備投資等による有形固定資産の取得で13億89百万円支出したことなどにより、投資活動による

キャッシュ・フローは14億68百万円減少いたしました。なお、前年同四半期との比較においては、投資有

価証券取得による支出の減少などにより投資活動によるキャッシュ・フローは13億82百万円増加いたし

ました。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

子会社を中心とした借入金の増加や社債の償還、配当金の支払などにより、財務活動によるキャッシュ

・フローは14億89百万円減少いたしました。なお、前年同四半期との比較においては、借入金の増加や社

債の償還などにより財務活動によるキャッシュ・フローは3億50百万円減少いたしました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容等は次のとおりであります。

　
当社は、平成20年 5月 9日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます）並びに基本方針に照らして不適切な者に

よって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、当社

株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本プラン」といいます）を導入することに関し、次の

とおり決議を行いました。なお、本プランについては、平成20年 6月26日開催の当社定時株主総会におい

て、関連議案が承認されております。

　

①基本方針の内容の概要

当社は、当社の企業価値の源泉が、明治40年の創立以来100年以上の永きに亘って培ってきた製油業に

関する広範な知識と豊富な経験、蓄積された高い技術力、株主の皆様をはじめとするあらゆるステークホ

ルダーからの信頼とご支援などの経営資源に存することに鑑み、特定の者又はグループが当社の議決権

の20％以上の議決権を有する株式を取得することにより、このような当社グループの企業価値又は株主

の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグループは当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令等及び定款によって許容される限度

において当社グループの企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じる

ことを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたします。

②取組みの内容

(ⅰ) 企業価値・株主の皆様共同の利益の確保・向上に向けた取組み

(a) 10ヵ年経営基本構想「ＧＲＯＷＴＨ １０」

当社グループは平成19年度から平成28年度までの10ヵ年経営基本構想「ＧＲＯＷＴＨ １０～

『“植物のチカラ”を新たな価値へ』成長10年構想～」を策定し、“植物のチカラ”で新たな価値

を創造し続ける国際的な企業グループを目指して次の５つの目標を掲げ、企業価値又は株主の皆様

共同の利益の確保・向上に努めています。

1．“植物のチカラ”を独創的な技術で具現化

“植物のチカラ”を独創的な技術で新たな価値に変える企業グループを目指します。

2．海外売上高比率３割以上の国際企業への飛躍

グローバルな視野で事業・ブランドを展開することにより海外売上比率３割以上の国際的な企業

グループを目指します。

3．ＣＳＲ活動による社会・環境への貢献

社会・環境への誠実な貢献を通じて厚い信頼と高い評価を得る企業グループを目指します。

4．あらゆる場での絶え間ない革新

あらゆる場で絶え間ない挑戦と革新を続ける強い意志、風土をもつ企業グループを目指します。
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5．高い収益構造の獲得

高い収益構造を有する企業グループを目指します。

この10ヵ年の経営基本構想のうち、平成22年度までの最初の４年間を中期経営計画「ＧＲＯＷＴ

Ｈ １０ フェーズⅠ」とし、安定した収益構造と独創的な技術を有した食品企業グループの実現を

目指し、国際的な企業グループへの飛躍のための基盤づくりに努めてまいります。

(b) コーポレートガバナンスの強化

当社は、社会の皆様から一層の期待と信頼をいただくために、健全で透明性の高い経営を目指し、

コーポレートガバナンスの強化を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付けております。

当社の取締役会は社外取締役３名を含む14名で構成され、法令で定められた事項及び経営上の重要

事項を審議・決定しております。また、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員は取締役から業

務執行権限を委譲され、取締役会の方針に則り、取締役の了解のもとで業務執行に携わっております。

監査役会は社外監査役３名を含む４名で構成され、監査役は取締役会やその他重要な会議への出席、業

務及び財産の状況調査等を通じて、取締役・執行役員の業務執行を監査しております。

こうした経営体制のもとで、内部統制システムの構築、リスクマネジメント委員会やコーポレートガ

バナンス協議会の設置及び企業倫理ホットラインの設置等の具体的な施策を推進しております。

(ⅱ) 不適切な者によって支配されることを防止する取組み

当社は、当社株式の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様に適

切な判断を行っていただくために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする

者との交渉の機会を確保するために、本プランを導入することといたしました。また、当社が対抗措置を

発動することによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明らかに

し、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益に資さない当社株式

の大規模買付行為を行おうとする者に対して警告を行うものであります。

　

(ⅲ) 取締役会の判断及びその判断に係わる理由

前記「企業価値・株主の皆様共同の利益の確保・向上に向けた取組み」は、当社の企業価値又は株主

の皆様共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるものとして策定されています。従って、①の基本方針

に沿っており、株主の皆様共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと判断しております。

また、前記「不適切な者によって支配されることを防止する取組み」は、大規模買付行為に関する情報

提供を求めるとともに、大規模買付行為が当社の企業価値を毀損する場合に限って対抗措置を発動する

ことを定めるものであります。さらに取締役会によって恣意的判断がなされることを防止するために独

立委員会を設置し、取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで対抗措置の発動を決議します。

その判断の概要については、適時適切に開示することとしているため、その運営は透明性をもって行われ

ます。従って、当社取締役会は、当該取組みは株主の皆様共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員

の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は5億40百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであり

ます。

　

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

T.&C.MANUFACTURING
COMPANY PRIVATE
LIMITED
(シンガポール)

製油関連
事業

チ ョ コ
レート関
連製品製
造設備

1,720 ―
増資
銀行借入

平成23年
3月

平成24年
3月

チョコレート
関連製品の生
産能力増強

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

なお、当第３四半期連結会計期間において、上記以外に新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計

画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 338,350,000

計 338,350,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末現在

発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成23年 2月 8日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 173,339,287 173,339,287

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 173,339,287 173,339,287 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 173,339,287― 16,332 ― 24,742

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年 9月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 平成22年 9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式     1,040,000
（相互保有株式）
普通株式       249,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   171,167,000 171,167 ―

単元未満株式 普通株式       883,287― ―

発行済株式総数 173,339,287 ― ―

総株主の議決権 ― 171,167 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式535株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成22年 9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
日清オイリオグループ
株式会社

東京都中央区新川一丁目
23番1号

1,040,000― 1,040,0000.60

(相互保有株式）
幸商事株式会社

東京都中央区新川一丁目
17番25号

249,000― 249,000 0.14

計 ― 1,289,000― 1,289,0000.74

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

最高(円) 500 515 465 437 446 401 386 391 427

最低(円) 448 436 431 422 389 381 350 341 364

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(役職の異動)

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
製油事業、大豆食品素材事業担
当

取締役
製油事業、大豆蛋白事業担当

尾  上  秀  俊 平成23年 1月 4日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月 1日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年 4月 1日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月 1日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年 4月 1日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月 1

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年 4月 1日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月 1日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年 4月 1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,361 7,542

受取手形及び売掛金 ※３, ※５
 71,442

※３
 45,779

有価証券 3,758 3,919

たな卸資産 ※２
 45,960

※２
 41,733

その他 8,718 23,658

貸倒引当金 △16 △20

流動資産合計 139,224 122,612

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 27,199 27,083

機械装置及び運搬具（純額） 18,079 16,954

土地 28,018 27,767

その他（純額） 1,994 3,723

有形固定資産合計 ※１
 75,291

※１
 75,528

無形固定資産

のれん 499 1,196

その他 1,518 1,200

無形固定資産合計 2,018 2,397

投資その他の資産

投資有価証券 16,234 17,458

その他 5,233 4,842

貸倒引当金 △453 △482

投資その他の資産合計 21,013 21,818

固定資産合計 98,323 99,744

資産合計 237,547 222,357
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※５
 35,466 27,509

短期借入金 20,061 10,907

1年内償還予定の社債 5,020 5,220

未払法人税等 1,474 1,699

引当金 29 57

その他 ※３
 21,327

※３
 18,968

流動負債合計 83,380 64,363

固定負債

社債 20,000 25,010

長期借入金 8,525 9,877

引当金 2,259 2,167

負ののれん 24 30

その他 5,675 6,093

固定負債合計 36,485 43,179

負債合計 119,866 107,542

純資産の部

株主資本

資本金 16,332 16,332

資本剰余金 26,072 26,072

利益剰余金 68,286 65,830

自己株式 △505 △487

株主資本合計 110,185 107,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △578 304

繰延ヘッジ損益 955 384

為替換算調整勘定 △1,319 △1,100

評価・換算差額等合計 △942 △410

少数株主持分 8,438 7,478

純資産合計 117,681 114,815

負債純資産合計 237,547 222,357
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 233,054 233,035

売上原価 187,448 192,423

売上総利益 45,606 40,611

販売費及び一般管理費 ※１
 35,940

※１
 33,329

営業利益 9,665 7,282

営業外収益

受取利息 101 77

受取配当金 172 200

為替差益 163 －

負ののれん償却額 11 6

持分法による投資利益 106 101

その他 296 288

営業外収益合計 851 674

営業外費用

支払利息 803 832

為替差損 － 118

その他 224 359

営業外費用合計 1,027 1,311

経常利益 9,489 6,646

特別利益

投資有価証券売却益 4 －

関係会社株式交換益 － 371

貸倒引当金戻入額 3 14

負ののれん発生益 － 24

特別利益合計 8 410

特別損失

固定資産除却損 71 126

投資有価証券売却損 － 29

投資有価証券評価損 － 96

段階取得に係る差損 － 70

事業整理損 － 260

拠点移転費 － 43

特別損失合計 71 627

税金等調整前四半期純利益 9,426 6,429

法人税等 3,601 1,506

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,922

少数株主利益 776 743

四半期純利益 5,048 4,179
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 84,561 83,722

売上原価 68,382 69,467

売上総利益 16,179 14,255

販売費及び一般管理費 ※１
 12,405

※１
 10,946

営業利益 3,774 3,308

営業外収益

受取利息 27 25

受取配当金 58 66

為替差益 191 5

負ののれん償却額 4 2

持分法による投資利益 49 47

その他 116 76

営業外収益合計 447 223

営業外費用

支払利息 305 298

その他 78 124

営業外費用合計 383 423

経常利益 3,838 3,108

特別利益

投資有価証券売却益 4 －

投資有価証券評価損戻入益 － 1,593

貸倒引当金戻入額 － 4

負ののれん発生益 － 6

拠点移転費戻入益 － 3

特別利益合計 4 1,608

特別損失

固定資産除却損 32 17

投資有価証券売却損 － 27

貸倒引当金繰入額 0 －

事業整理損 － 127

特別損失合計 33 172

税金等調整前四半期純利益 3,809 4,544

法人税等 1,328 1,517

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,027

少数株主利益 426 447

四半期純利益 2,053 2,579
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,426 6,429

減価償却費 4,904 4,631

のれん償却額 701 691

退職給付引当金の増減額（△は減少） △36 △36

受取利息及び受取配当金 △273 △278

支払利息 803 832

持分法による投資損益（△は益） △106 △101

投資有価証券売却損益（△は益） △4 29

投資有価証券評価損益（△は益） － 96

関係会社株式交換益 － △371

負ののれん発生益 － △24

段階取得に係る差損益（△は益） － 70

固定資産除売却損益（△は益） 71 126

事業整理損 － 260

拠点移転費 － 43

売上債権の増減額（△は増加） △15,526 △23,374

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,735 △3,243

仕入債務の増減額（△は減少） 12,792 6,562

その他 1,637 2,835

小計 12,655 △4,819

利息及び配当金の受取額 280 278

利息の支払額 △753 △772

法人税等の支払額 △4,737 △2,529

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,443 △7,843

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の純増減額（△は増加） △4 0

有形固定資産の取得による支出 △6,894 △4,287

有形固定資産の売却による収入 － 84

投資有価証券の取得による支出 △2,562 △20

投資有価証券の売却による収入 20 36

投資有価証券の償還による収入 300 －

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の取得に
よる収入

－ 271

関係会社株式の取得による支出 － △226

その他 △421 △418

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,563 △4,559
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,225 7,635

長期借入れによる収入 4,044 629

長期借入金の返済による支出 △1,385 △2,163

社債の償還による支出 △10 △5,210

自己株式の売却による収入 1 1

自己株式の取得による支出 △26 △13

配当金の支払額 △1,723 △1,723

少数株主への配当金の支払額 △112 △168

その他 △269 △192

財務活動によるキャッシュ・フロー △707 △1,204

現金及び現金同等物に係る換算差額 △198 △144

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,024 △13,750

現金及び現金同等物の期首残高 26,475 22,665

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 23,450

※１
 8,914
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

  当社は、平成22年 5月28日に前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった株式会社日清商会の株式を追

加取得いたしました。これに伴い、同社を第１四半期連結会計期間末より連結の範囲に含めております。

(2) 変更後の連結子会社の数

20社

 

２  持分法の適用に関する事項の変更

(1) 持分法適用関連会社の変更

  株式会社日清商会は連結子会社となったため、第１四半期連結会計期間末より持分法適用の範囲から除外し

ております。

  株式会社テンコーポレーションの株式は、平成22年 5月 1日をもって、同社の親会社であるロイヤルホール

ディングス株式会社の株式に交換しており、第１四半期連結会計期間より持分法適用関連会社から除外してお

ります。

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数

５社

 

３  会計処理基準に関する事項の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年３月10日公表

分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号  平成20年３月

10日）を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

(2) 資産除去債務に関する会計基準等の適用

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31

日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31

日）を適用しております。

  これによる損益に与える影響は軽微であります。

(3) 企業結合に関する会計基準等の適用

  第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）、「『研究開発費等に

係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号  平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号  平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年

12月26日公表分）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号  平成20年12月26日）を適用しております。

  なお、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評価法へ変更したことによる損

益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

１  たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法によっております。

  また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

 

２  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

  なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

原価差異の繰延処理

  操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期間末までにほぼ解消が見込ま

れるため、当該原価差異を流動負債として繰延べております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額   122,650百万円

※２  たな卸資産の内訳

商品及び製品 20,393百万円

仕掛品 407  〃

原材料及び貯蔵品 25,158  〃

※３  売掛債権流動化について

四半期連結決算日現在の金額は次のとおりであり

ます。

売掛金譲渡額 2,674百万円

預り金(債権代理回収分) 661  〃

預り金(債権代理回収分)は、譲渡済売掛債権の代

理回収金額のうち、債権買取会社への四半期連結

決算日現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収分)は、負債の部の流動

負債「その他」に含めております。

  ４  偶発債務は次のとおりであります。

銀行借入金等の保証

当社従業員 430百万円

※５    四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

まれております。

受取手形 181百万円

支払手形 17  〃

※１  有形固定資産の減価償却累計額   118,914百万円

※２  たな卸資産の内訳

商品及び製品 20,225百万円

仕掛品 278  〃

原材料及び貯蔵品 21,229  〃

※３  売掛債権流動化について

連結決算日現在の金額は次のとおりであります。

 

売掛金譲渡額 7,696百万円

預り金(債権代理回収分) 3,789  〃

預り金(債権代理回収分)は、譲渡済売掛債権の代

理回収金額のうち、債権買取会社への連結決算日

現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収分)は、負債の部の流動

負債「その他」に含めております。

  ４  偶発債務は次のとおりであります。

銀行借入金等の保証

当社従業員 463百万円

───────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年 4月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費用および

金額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 9,754百万円

給料賃金 5,303  〃

広告費 3,672  〃

減価償却費 1,444  〃

のれん償却額 713  〃

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費用および

金額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 8,862百万円

給料賃金 5,410  〃

広告費 3,261  〃

減価償却費 1,217  〃

のれん償却額 697  〃

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費用および

金額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 3,467百万円

給料賃金 1,839  〃

広告費 1,352  〃

減価償却費 445  〃

のれん償却額 232  〃

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費用および

金額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 2,671百万円

給料賃金 1,870  〃

広告費 1,145  〃

減価償却費 411  〃

のれん償却額 232  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年 4月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日
至  平成22年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期

間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

現金及び預金 20,302百万円

有価証券 4,185  〃

流動資産その他（現先） 2,999  〃

      計 27,487百万円

現金及び預金の内、預入期間が

３カ月を超える定期預金
△355  〃

有価証券の内、株式及び償還期間

が３カ月を超える債券等
△3,681  〃

現金及び現金同等物 23,450百万円

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期

間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 9,361百万円

有価証券 3,758  〃

      計 13,120百万円

現金及び預金の内、預入期間が

３カ月を超える定期預金
△447  〃

有価証券の内、株式及び償還期間

が３カ月を超える債券等
△3,757  〃

現金及び現金同等物 8,914百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年 4月 1日 

至  平成22年12月31日)

１.  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 173,339,287

　

　

２.  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,127,346

　

　

３.  新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

該当事項はありません。

　

　

４.  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年 6月25日
定時株主総会

普通株式 861 5.00平成22年 3月31日 平成22年 6月28日 利益剰余金

平成22年11月 4日
取締役会

普通株式 861 5.00平成22年 9月30日 平成22年12月 3日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　
製油関連
事業
(百万円)

へルシー
フーズ・大
豆蛋白事業
(百万円)

ファインケ
ミカル事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

77,9442,452 1,492 2,67284,561 ― 84,561

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

344 16 11 4,294 4,666(4,666) ―

計 78,2882,469 1,503 6,96689,228(4,666)84,561

    営業利益又は
    営業損失(△)

3,210 △59 47 584 3,783 (9) 3,774

(注) １  事業区分は製品の属する業種区分によっております。

２  各事業区分の主要製品

製油関連事業
家庭用食品、業務用食品、加工用油脂、加工油脂（チョコレート関連製品含む）、油粕
および穀類

ヘルシーフーズ・大豆
蛋白事業

生活習慣病対応食品、高齢者・介護食品、治療関連食品、栄養調整食品、機能性素材、ド
レッシング・マヨネーズ類、大豆たん白、大豆加工食品

ファインケミカル事業 化粧品・トイレタリー原料、化学品、中鎖脂肪酸油、レシチン、トコフェロール

その他事業 不動産賃貸、包装サービス、港湾荷役、倉庫業、飲食店経営、洗剤、スポーツ施設経営、水
産、販売促進、エンジニアリング、損害保険代理、コンピュータ関連

３  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。
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前第３四半期連結累計期間(自  平成21年 4月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　
製油関連
事業
(百万円)

へルシー
フーズ・大
豆蛋白事業
(百万円)

ファインケ
ミカル事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

213,8397,349 4,268 7,596233,054 ― 233,054

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

951 55 36 11,78712,831(12,831) ―

計 214,7917,405 4,30519,383245,885(12,831)233,054

    営業利益又は
    営業損失(△)

8,711 △447 57 1,365 9,686 (20) 9,665

(注) １  事業区分は製品の属する業種区分によっております。

２  各事業区分の主要製品

製油関連事業
家庭用食品、業務用食品、加工用油脂、加工油脂（チョコレート関連製品含む）、油粕
および穀類

ヘルシーフーズ・大豆
蛋白事業

生活習慣病対応食品、高齢者・介護食品、治療関連食品、栄養調整食品、機能性素材、ド
レッシング・マヨネーズ類、大豆たん白、大豆加工食品

ファインケミカル事業 化粧品・トイレタリー原料、化学品、中鎖脂肪酸油、レシチン、トコフェロール

その他事業 不動産賃貸、包装サービス、港湾荷役、倉庫業、飲食店経営、洗剤、スポーツ施設経営、水
産、販売促進、エンジニアリング、損害保険代理、コンピュータ関連

３  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における「製油関連事業」の売

上高は1,825百万円、営業利益は52百万円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 64,655 19,905 84,561 ― 84,561

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

78 1,580 1,658 (1,658) ―

計 64,733 21,485 86,219 (1,658) 84,561

  営業利益 2,682 1,098 3,781 (7) 3,774

(注) １  国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

  (1)国または地域の区分の方法・・・・・地理的近接度による

  (2)各区分に属する主な国又は地域・・・アジア：中国、マレーシア、シンガポール

２  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年 4月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に対する売上高 179,001 54,052 233,054 ― 233,054

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

237 3,548 3,786 (3,786) ―

計 179,239 57,601 236,841(3,786)233,054

  営業利益 7,501 2,169 9,670 (5) 9,665

(注) １  国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

  (1)国または地域の区分の方法・・・・・地理的近接度による

  (2)各区分に属する主な国又は地域・・・アジア：中国、マレーシア、シンガポール

２  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における「アジア」の売上高は

1,825百万円、営業利益は52百万円それぞれ増加しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 13,278 6,467 19,746

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― 84,561

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

15.7 7.6 23.4

(注) １  国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

  (1)国または地域の区分の方法・・・・・地理的近接度による

  (2)各区分に属する主な国又は地域・・・アジア      ：中国、マレーシア、台湾、韓国

その他の地域：ヨーロッパ諸国、アメリカ合衆国

２  海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

３  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年 4月 1日  至  平成21年12月31日)

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 36,914 15,149 52,063

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― 233,054

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

15.8 6.5 22.3

(注) １  国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

  (1)国または地域の区分の方法・・・・・地理的近接度による

  (2)各区分に属する主な国又は地域・・・アジア      ：中国、マレーシア、台湾、韓国

その他の地域：ヨーロッパ諸国、アメリカ合衆国

２  海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

３  追加情報

  従来、重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準のうち、在外子会社等の収益および費用につい

ては、前連結会計年度まで連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会

計期間から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更は、在外子会社等の重要性

が増したことから為替相場による影響を連結業績により適切に反映させるために行ったものであります。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における売上高は「アジア」が

1,365百万円、「その他の地域」が419百万円それぞれ増加しております。
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【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品別の事業部を置き、各事業部は取り扱う製品について国内および海外の包括的な戦略

を立案し事業活動を展開しております。したがって、当社は事業部を基礎とした製品別セグメントから構成

されており、「製油関連事業」、「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」および「ファインケミカル事業」の３

つを報告セグメントとしております。

「製油関連事業」は、油脂・油粕および穀類等の製造販売をしております。「ヘルシーフーズ・大豆蛋白

事業」は、ドレッシング・大豆たん白等の製造販売をしております。また、「ファインケミカル事業」は化

粧品原料・化学品等の製造販売をしております。

　

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

製油関連
事業

ヘルシー
フーズ・大
豆蛋白事業

ファイン
ケミカル
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　
　 　

外部顧客に対する
売上高

213,6967,2864,326225,3087,726233,035 ─ 233,035

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,154 69 46 1,27011,23712,507(12,507) ─

計 214,8507,3554,372226,57818,964245,543(12,507)233,035

セグメント利益
又は損失（△）

5,800△155 302 5,9471,329 7,277 5 7,282

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム事業、エンジニアリン

グ事業等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額5百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月 1日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

製油関連
事業

ヘルシー
フーズ・大
豆蛋白事業

ファイン
ケミカル
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　
　 　

外部顧客に対する
売上高

77,4982,3261,41281,2372,48583,722 ─ 83,722

セグメント間の内部
売上高又は振替高

432 21 14 468 3,7774,246(4,246) ─

計 77,9302,3471,42781,7056,26387,968(4,246)83,722

セグメント利益
又は損失（△）

2,830 △56 90 2,864 442 3,306 1 3,308

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム事業、エンジニアリン

グ事業等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．地域に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 アジア その他 合計

売上高 174,165 39,818 19,051 233,035

売上高に占める比率 74.7% 17.1% 8.2% 100.0%

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月 1日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 日本 アジア その他 合計

売上高 63,292 12,900 7,529 83,722

売上高に占める比率 75.6% 15.4% 9.0% 100.0%

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

　 　

　 634.35円
　

　 　

　 623.10円

　
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 117,681 114,815

普通株式に係る純資産額(百万円) 109,242 107,336

差額の主な内訳(百万円) 　 　
  少数株主持分 8,438 7,478

普通株式の発行済株式数(千株) 173,339 173,339

普通株式の自己株式数(千株) 1,127 1,075

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

172,211 172,263

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年 4月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 29.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

１株当たり四半期純利益金額 24.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎金額

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年 4月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 5,048 4,179

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 5,048 4,179

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 172,316 172,242

　
第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 11.92円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

１株当たり四半期純利益金額 14.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 円
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月 1日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,053 2,579

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,053 2,579

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 172,305 172,228
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第139期(平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで)中間配当については、平成22年11月 4日開催の取

締役会において、平成22年 9月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①  配当金の総額 861百万円

②  １株当たりの金額 5円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月 3日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年２月５日

日清オイリオグループ株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    國  井  泰  成    印

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    藤  本  貴  子    印

業 務 執 行 社 員　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

清オイリオグループ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間(平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間

(平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会

社の平成２１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年２月４日

日清オイリオグループ株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    國  井  泰  成    印

業 務 執 行 社 員　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士    茂  木  浩  之    印
業 務 執 行 社 員　

　
指定有限責任社員 　

公認会計士    藤  本  貴  子    印
業 務 執 行 社 員　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

清オイリオグループ株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間(平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間

(平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会

社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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